
相続コラム

37

次ページへつづく

▲

MUFG相続研究所　所長　入江　誠
いりえ　    まこと

遺産分割協議で
揉めてしまう原因を考える

特別受益と寄与について
　「うちは兄弟仲が良いので、揉めると思わなかった」「喧嘩になってしまった」。遺産分割の話は、
気になっていても実際に相続が発生するまで、なかなか切り出しにくいものです。それだけに
いざ話し合いとなると、それぞれに主張があってまとまらなかったり、後々わだかまりが残って
しまったり、という話はよく耳にします。今回は相続人の〝主張 〝について考えてみます。

【想定ケース】
・子どもは２人で長男は結婚後
も両親と都内で同居、長女
は配偶者と遠方で生活。　  
・父は数年前に他界し、今般、
母も他界。    　　　　　                 
・父の相続の時は、自宅は母が
相続し、引き続き長男夫婦
と同居。金融資産は３人で
均等に分け、遺産分割の揉め
事などは特になし。

　では、相続財産の内容
とそれぞれの希望する配分、
主張を右上の図で見てみま
しょう。

　自宅は特に大きな差があり、
時価評価か、相続税評価かで
法定相続分（各２分の１) の
金額も異なってきます。遺産分割協議や遺留分を計算するときの不動産の評価方法は決まり
はないので、双方が合意すればどちらを用いても問題ありませんが、裁判等では直近の時価
評価を基準とすることが多いようです。

　まず、配分について法律の解釈はどのようになっているでしょうか。

亡父親 母親（被相続人）

■母の相続財産とそれぞれが希望する配分

■相続人関係図
［想定ケース］

金融資産

母の相続
財産全体 4,000万円4,000万円 長男2,000万円

長女2,000万円
長男　　0万円
長女4,000万円

合計 4,800万円8,000万円
長男2,800万円
長女2,000万円
4,800万円

長男4,000万円
長女4,000万円
8,000万円

自宅 800万円4,000万円 長男  800万円
長女  　 0万円

長男4,000万円
長女　　 0万円

相続税評価※時価評価 長男の希望
(相続税評価※で計算）

長女の希望
(時価評価で計算)

※同居していた長男が相続した上で一定の要件を満たせば土地について最大
　80%の評価減の対象となります。
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　相続人全員が合意すれば配分は自由ですが、
法律では、相続人間の実質的な公平を実現する
ために右のような基準がガイドライン的に示されて
います。そして、家庭裁判所の審判により分割する
場合、この一切の事情を考慮した相続分（「具体的

相続分」と言います）が適用されます※。必ずしも法定相続割合での分割ではありません。

（遺産の分割の基準）
各相続人の年齢、職業、心身の状態
及び生活の状況その他一切の事情を
考慮する(民法第９０６条より)

※ただし、相続開始後10年を経過した後に行う遺産分割は、原則、法定相続分により画一的に行うことになります。

　とはいえ「基準」としては抽象的なので、年齢
や職業などの他に考慮すべき事情について、一部
法律で規定されています。それが、特別受益　 
と 寄与 になります。

　相続人が生前に受けた贈与は特別受益として
考慮の対象になる場合があります。特別受益に
該当すると、一旦その額を相続財産の評価額に
加え、それぞれの相続分を法定相続割合により
計算します。つまり、本来は相続財産として分割
協議の対象となる財産の一部が、生前に特定の
相続人に渡っていたとみなされ、贈与を受けた
相続人の相続分から、当該贈与相当額を控除した
額が具体的相続分になります。なお、特別受益に
ついては、「持ち戻し免除」といって、被相続人が
生前に意思表示することで、特定の贈与について
相続財産に加えなくてもよい、と指定することが
できます。自身の意思を残したいときには、「持ち
戻し免除」を活用することも考えておくとよいで
しょう。

　特別受益の逆で、被相続人の財産の維持や
増加に相続人による特別の寄与があった場合、
本来、その寄与分は分割協議の対象となる相続
財産ではないので、その金額をまず相続財産から
控除して相続分を計算します。寄与があった
相続人の「具体的相続分」は、そこに寄与した

金額を加えて算出します。なお、寄与については、相続人から生前に受けた労務への対価を
都度支払い、その支払いが生前贈与ではなく労務への対価であることがわかる資料を残して
おくことで寄与にあたるかどうかの争いを防ぐことができます。

 特別受益
被相続人から婚姻、養子縁組のため
若しくは生計の資本として受けた贈
与（民法第９０３条より）

 寄与
被相続人の事業に関する労務の提供
等、被相続人の療養看護その他の方法
による被相続人の財産の維持又は
増加への特別の寄与（民法第９０４条の
２より）

　では、双方の主張を法律に基づいて整理してみましょう。

 なお、長女は、長男が主張する寄与は考慮の対象外（いずれも子どもとしての扶養義務の
範囲）と考えています。さて、どちらの主張が正しいのでしょうか。

　結論は、主張としてはいずれも正しいのですが、裁判でどのように判断されるかはわからない、
ということです。実は 特別受益や寄与に該当するかどうかはケースバイケースで、裁判所の判断
も事案により分かれています。相続人間の実質的な公平の実現が目的なので、全体をみない
とわからないからです。

　たとえば、一般的には扶養義務の範囲内と思われる教育費や無償で同居させることが、
「生計の資本」としての贈与であり特別受益とされたケースもあります。また、挙式費用は一見
「婚姻のための贈与」にみえますが、近年は、親が自らのために費やしたもので特別受益に
該当しないと判断されることもあるようです。

　たとえ仲が悪くなくても、お互いが正しいと思う主張が最後までかみ合わないことはあります。
そうなると最終的に裁判でしか決着せず、その決着も双方が納得のいくものとは限りません。

　そのような可能性があるときは、生前から家族全員で話し合う機会をもつことや、遺言に
よって遺産分割協議自体を行わなくてよい状況にしておくことが効果的です。

③長女の
　留学費用

❶長男夫婦の
　海外旅行費用
❷挙式費用
❸家賃相当
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長男の④（しきたり）と長女の❹（父親の相続のときに我
慢した）は、いずれも法的には根拠があるとは言えませ
んが、話し合いの段階で主張すること自体は問題ありま
せん。



◆「MUFG相続研究所」は、三菱UFJ信託銀行が資産管理・資産承継に関する調査・研究・レポート作成等の業務を対外的に行う際の呼称です。

意見にあたる部分は著者の見解であり、MUFG相続研究所の見解を代表するものではありません。なるべくわかりやすくするために、大幅に省略・簡略化
した表現としています。個別具体的なことについては、専門家に具体的にご相談ください。本資料の無断複製、複写、転送等はご遠慮ください。
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